
 1/6

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事

業の設備及び運営に関する基準（最低基準のみ規定 抜粋） 

発令    ：平成18年9月29日号外厚生労働省令第174号 

最終改正：平成30年1月18日号外厚生労働省令第2号 

改正内容：平成30年1月18日号外厚生労働省令第2号[平成30年4月1日] 

 

第二章 療養介護 

 

（構造設備） 

第五条 療養介護の事業を行う者（以下「療養介護事業者」という。）が当該事業を行う事

業所（以下「療養介護事業所」という。）の配置、構造及び設備は、利用者の特性に応じ

て工夫され、かつ、日照、採光、換気等の利用者の保健衛生に関する事項及び防災につい

て十分考慮されたものでなければならない。 

（管理者の資格要件） 

第六条 療養介護事業所の管理者は、医師でなければならない。 

（規模） 

第十条 療養介護事業所は、二十人以上の人員を利用させることができる規模を有するもの

でなければならない。 

（職員の配置の基準） 

第十二条 １・２ 略 

３ 第一項の療養介護の単位は、療養介護であって、その提供が同時に一又は複数の利用者

に対して一体的に行われるものをいい、複数の療養介護の単位を置く場合の療養介護の単

位の利用定員は二十人以上とする。 

４～７ 略 

 

第三章 生活介護 

 

（構造設備） 

第三十四条 生活介護の事業を行う者（以下「生活介護事業者」という。）が当該事業を行

う事業所（以下「生活介護事業所」という。）の配置、構造及び設備は、利用者の特性に

応じて工夫され、かつ、日照、採光、換気等の利用者の保健衛生に関する事項及び防災に

ついて十分考慮されたものでなければならない。 

（管理者の資格要件） 

第三十五条 生活介護事業所の管理者は、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第十

九条第一項各号のいずれかに該当する者若しくは社会福祉事業に二年以上従事した者又は

これらと同等以上の能力を有すると認められる者でなければならない。 

（規模） 

第三十七条 生活介護事業所は、二十人以上の人員を利用させることができる規模を有する

ものでなければならない。ただし、離島その他の地域であって厚生労働大臣が定めるもの

のうち、将来的にも利用者の確保の見込みがないとして都道府県知事が認めるものにおい

て事業を行う生活介護事業所については、十人以上とすることができる。 

（職員の配置の基準） 

第三十九条 １・２ 略 



 2/6

３ 第一項の生活介護の単位は、生活介護であって、その提供が同時に一又は複数の利用者

に対して一体的に行われるものをいい、複数の生活介護の単位を置く場合の生活介護の単

位の利用定員は二十人以上とする。 

４～８ 略 

（従たる事業所を設置する場合における特例） 

第四十条 略 

２ 従たる事業所は、六人以上の人員を利用させることができる規模を有するものとしなけ

ればならない。 

３ 略 

 

第四章 自立訓練（機能訓練） 

（準用） 

第五十五条 ～略～ 第三十四条から第三十八条まで、第四十条、～略～ の規定は、自立

訓練（機能訓練）の事業について準用する。 

 

第五章 自立訓練（生活訓練） 

（規模） 

第五十七条 自立訓練（生活訓練）の事業を行う者（以下「自立訓練（生活訓練）事業者」

という。）が当該事業を行う事業所（以下「自立訓練（生活訓練）事業所」という。）

は、二十人以上の人員を利用させることができる規模を有するものでなければならない。

ただし、離島その他の地域であって厚生労働大臣が定めるもののうち、将来的にも利用者

の確保の見込みがないとして都道府県知事が認めるものにおいて事業を行う自立訓練（生

活訓練）事業所（宿泊型自立訓練（規則第二十五条第七号に規定する宿泊型自立訓練をい

う。以下同じ。）のみを行うものを除く。）については、十人以上とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、宿泊型自立訓練及び宿泊型自立訓練以外の自立訓練（生活訓

練）を併せて行う自立訓練（生活訓練）事業所は、宿泊型自立訓練に係る十人以上の人員

及び宿泊型自立訓練以外の自立訓練（生活訓練）に係る二十人以上（前項ただし書の都道

府県知事が認める地域において事業を行うものにあっては、十人以上）の人員を利用させ

ることができる規模を有するものでなければならない。 

（設備の基準） 

第五十八条 １～５ 略 

６ 宿泊型自立訓練の事業を行う者が当該事業を行う事業所（次項において「宿泊型自立訓

練事業所」という。）の建物（利用者の日常生活のために使用しない附属の建物を除く。

同項において同じ。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二

条第九号の二に規定する耐火建築物をいう。同項において同じ。）又は準耐火建築物（同

条第九号の三に規定する準耐火建築物をいう。同項において同じ。）でなければならな

い。 

７ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事（指定都市及び中核市にあっては、指定都市又

は中核市の市長）が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有する者の意見を聴い

て、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての宿泊型自立訓練事業所の建物

であって、火災に係る利用者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は

準耐火建築物とすることを要しない。 

一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、火災が発生
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するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配

慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑

な消火活動が可能なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、

円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増

員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。 

（準用） 

第六十一条 ～略～ 第三十四条から第三十六条まで、第四十条、～略～ の規定は、自立

訓練（生活訓練）の事業について準用する。この場合において、～略～ 第四十条第二項

中「六人以上」とあるのは「宿泊型自立訓練以外の自立訓練（生活訓練）については六人

以上、宿泊型自立訓練については十人以上」と読み替えるものとする。 

 

第六章 就労移行支援 

（準用） 

第七十条 ～略～ 第三十四条から第三十八条まで、第四十条、～略～ の規定は、就労移

行支援の事業について準用する。この場合において、～略～ 第三十七条ただし書及び第

四十条第一項中「生活介護事業所」とあるのは「就労移行支援事業所（認定就労移行支援

事業所を除く。）」と読み替えるものとする。 

 

第七章 就労継続支援Ａ型 

（管理者の資格要件） 

第七十二条 就労継続支援Ａ型の事業を行う者（以下「就労継続支援Ａ型事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「就労継続支援Ａ型事業所」という。）の管理者

は、社会福祉法第十九条各号のいずれかに該当する者若しくは社会福祉事業に二年以上従

事した者又は企業を経営した経験を有する者又はこれらと同等以上の能力を有すると認め

られる者でなければならない。 

（規模） 

第七十三条 就労継続支援Ａ型事業所は、十人以上の人員を利用させることができる規模を

有するものでなければならない。 

２ 就労継続支援Ａ型事業者が第七十八条第二項の規定により雇用契約を締結していない利

用者に対して就労継続支援Ａ型を提供する場合における雇用契約を締結している利用者に

係る利用定員は、十を下回ってはならない。 

３ 就労継続支援Ａ型事業所における雇用契約を締結していない利用者に係る利用定員は、

当該就労継続支援Ａ型事業所の利用定員の百分の五十及び九を超えてはならない。 

（従たる事業所を設置する場合における特例） 

第七十六条 略 

２ 従たる事業所は、十人以上の人員を利用させることができる規模を有するものとしなけ

ればならない。 

３ 略 

（準用） 

第八十五条 ～略～ 第三十四条、～略～ の規定は、就労継続支援Ａ型の事業について準

用する。 
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第八章 就労継続支援Ｂ型 

（準用） 

第八十八条 ～略～ 第三十四条、 ～略～ 第三十七条、 ～略～ 第七十二条、第七十

四条から第七十六条まで ～略～ の規定は、就労継続支援Ｂ型の事業について準用す

る。 

 

第九章 多機能型に関する特例 

（規模に関する特例） 

第八十九条 多機能型による生活介護事業所（以下「多機能型生活介護事業所」とい

う。）、自立訓練（機能訓練）事業所（以下「多機能型自立訓練（機能訓練）事業所」と

いう。）、自立訓練（生活訓練）事業所（以下「多機能型自立訓練（生活訓練）事業所」

という。）、就労移行支援事業所（以下「多機能型就労移行支援事業所」という。）、就

労継続支援Ａ型事業所（以下「多機能型就労継続支援Ａ型事業所」という。）及び就労継

続支援Ｂ型事業所（以下「多機能型就労継続支援Ｂ型事業所」という。）（以下「多機能

型事業所」と総称する。）は、一体的に事業を行う多機能型事業所の利用定員（多機能型

による指定児童発達支援（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準（平成二十四年厚生労働省令第十五号。以下「指定通所支援基準」とい

う。）第四条に規定する指定児童発達支援をいう。）の事業、指定医療型児童発達支援

（指定通所支援基準第五十五条に規定する指定医療型児童発達支援をいう。）の事業又は

指定放課後等デイサービス（指定通所支援基準第六十五条に規定する指定放課後等デイサ

ービスをいう。）の事業（以下「多機能型児童発達支援事業等」という。）を一体的に行

う場合にあっては、当該事業を行う事業所の利用定員を含むものとし、宿泊型自立訓練の

利用定員を除く。）の合計が二十人以上である場合は、当該多機能型事業所の利用定員

を、次の各号に掲げる多機能型事業所の区分に応じ、当該各号に掲げる人数とすることが

できる。 

一 多機能型生活介護事業所、多機能型自立訓練（機能訓練）事業所及び多機能型就労移

行支援事業所（認定就労移行支援事業所を除く。） 六人以上 

二 多機能型自立訓練（生活訓練）事業所 六人以上。ただし、宿泊型自立訓練及び宿泊

型自立訓練以外の自立訓練（生活訓練）を併せて行う場合にあっては、宿泊型自立訓練

の利用定員が十人以上かつ宿泊型自立訓練以外の自立訓練（生活訓練）の利用定員が六

人以上とする。 

三 多機能型就労継続支援Ａ型事業所及び多機能型就労継続支援Ｂ型事業所 十人以上 

２ 前項の規定にかかわらず、主として重度の知的障害及び重度の上肢、下肢又は体幹の機

能の障害が重複している障害者を通わせる多機能型生活介護事業所が、多機能型児童発達

支援事業等を一体的に行う場合にあっては、第三十七条の規定にかかわらず、その利用定

員を、当該多機能型生活介護事業所が行う全ての事業を通じて五人以上とすることができ

る。 

３ 多機能型生活介護事業所が、主として重症心身障害児（児童福祉法第七条第二項に規定

する重症心身障害児をいう。）につき行う多機能型児童発達支援事業等を一体的に行う場

合にあっては、第三十七条の規定にかかわらず、その利用定員を、当該多機能型生活介護

事業所が行う全ての事業を通じて五人以上とすることができる。 

４ 離島その他の地域であって厚生労働大臣が定めるもののうち、将来的にも利用者の確保
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の見込みがないとして都道府県知事が認めるものにおいて事業を行う多機能型事業所につ

いては、第一項中「二十人」とあるのは「十人」とする。この場合において、地域におい

て障害福祉サービスが提供されていないこと等により障害福祉サービスを利用することが

困難なものにおいて事業を行う多機能型事業所（多機能型生活介護事業所、多機能型自立

訓練（機能訓練）事業所、多機能型自立訓練（生活訓練）事業所、多機能型就労継続支援

Ｂ型事業所に限る。以下この条及び第九十条第三項において同じ。）については、当該多

機能型事業所の利用定員を、一人以上とすることができる。 

（職員の員数等の特例） 

第九十条 １・２ 略 

３ 前条第四項後段の規定により、多機能型事業所の利用定員を一人以上とすることができ

ることとされた多機能型事業所は、第三十九条第一項第三号ニ及び第七項、第五十二条第

一項第二号ニ及び第八項、第五十九条第一項第二号及び第七項並びに第八十八条において

準用する第七十五条第一項第二号及び第五項の規定にかかわらず、一体的に事業を行う多

機能型事業所を一の事業所であるとみなして、当該一の事業所とみなされた事業所に置く

べき生活支援員の数を、常勤換算方法で、第一号に掲げる利用者の数を六で除した数と第

二号に掲げる利用者の数を十で除した数の合計数以上とすることができる。この場合にお

いて、この項の規定により置くべきものとされる生活支援員のうち、一人以上は常勤でな

ければならない。 

一 生活介護、自立訓練（機能訓練）及び自立訓練（生活訓練）の利用者 

二 就労継続支援Ｂ型の利用者 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十八年十月一日から施行する。 

（規模に関する経過措置等） 

第五条 次の各号に掲げる者が法附則第四十一条第一項の規定によりなお従前の例により運

営をすることができることとされた同項に規定する身体障害者更生援護施設、法附則第四

十一条第一項の規定によりなお従前の例により運営をすることができることとされた同項

に規定する知的障害者援護施設又は法附則第四十八条の規定によりなお従前の例により運

営をすることができることとされた同条に規定する精神障害者社会復帰施設（第三号にお

いて「身体障害者更生援護施設等」という。）に併設して引き続き生活介護、自立訓練

（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型の事業を行う

間は、第三十七条（第五十五条、第七十条及び第八十八条において準用する場合を含む。

以下この条において同じ。）及び第五十七条第一項の規定にかかわらず、当該事業に係る

生活介護事業所、自立訓練（機能訓練）事業所、自立訓練（生活訓練）事業所、就労移行

支援事業所又は就労継続支援Ｂ型事業所（当該事業を多機能型により行う場合並びにこれ

らの事業所が第三十七条ただし書及び第五十七条第一項ただし書の規定の適用を受ける場

合を除く。）の利用定員は、十人以上とすることができる。 

一 施行日において現に法附則第八条第一項第六号に規定する障害者デイサービスの事業

を行っている者 

二 施行日において現に旧精神保健福祉法第五十条の二第六項に規定する精神障害者地域

生活支援センターを経営する事業を行っている者 

三 身体障害者更生援護施設等（障害者自立支援法の一部の施行に伴う関係政令の整備に
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関する政令（平成十八年政令三百二十号）第十六条の規定による改正前の社会福祉法施

行令（昭和三十三年政令第百八十五号）第一条第一号、第二号又は第四号に規定する身

体障害者授産施設、知的障害者授産施設又は精神障害者授産施設に限る。）を経営する

事業を行っていた者 

２ 法第五条第二十二項に規定する地域活動支援センター又は小規模作業所（障害者基本法

（昭和四十五年法律第八十四号）第二条第一号に規定する障害者の地域社会における作業

活動の場として同法第十八条第三項の規定により必要な費用の助成を受けている施設をい

う。）が、平成二十年四月一日から平成二十四年三月三十一日までの間に障害福祉サービ

ス事業を開始した場合における第三十七条（第五十五条、第七十条及び第八十八条におい

て準用する場合を含む。）及び第五十七条第一項並びに第八十九条第二項の適用について

は、「離島その他の地域であって厚生労働大臣が定めるもののうち、将来的にも利用者の

確保の見込みがないとして都道府県知事が認めるもの」とあるのは、「将来的にも利用者

の確保の見込みがないとして都道府県知事が認める地域」とする。 

（従たる事業所に関する経過措置） 

第八条 身体障害者授産施設又は知的障害者更生施設若しくは知的障害者授産施設が、生活

介護の事業、自立訓練（機能訓練）の事業、自立訓練（生活訓練）の事業、就労移行支援

の事業、就労継続支援Ａ型の事業又は就労継続支援Ｂ型の事業を行う場合において、施行

日において現に存する分場（整備省令による改正前の身体障害者厚生援護施設の設備及び

運営に関する基準（平成十五年厚生労働省令第二十一号）第五十一条第一項並びに旧知的

障害者援護施設最低基準第二十三条第二項及び第四十七条第二項に規定する分場をいい、

これらの施設のうち、基本的な設備が完成しているものを含み、この省令の施行の後に増

築され、又は改築される等建物の構造を変更したものを除く。）を生活介護事業所、自立

訓練（機能訓練）事業所、自立訓練（生活訓練）事業所、就労移行支援事業所、就労継続

支援Ａ型事業所又は就労継続支援Ｂ型事業所と一体的に管理運営を行う事業所（以下この

条において「従たる事業所」という。）として設置する場合については、当分の間、第四

十条第二項及び第三項（これらの規定を第五十五条、第六十一条及び第七十条において準

用する場合を含む。）並びに第七十六条第二項及び第三項（これらの規定を第八十八条に

おいて準用する場合を含む。）の規定は適用しない。この場合において、当該従たる事業

所に置かれる職員（サービス管理責任者を除く。）のうち一人以上は、専ら当該従たる事

業所の職務に従事する者でなければならない。 


